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脱炭素社会の “地域” エネルギーシステムデザイン定義

【背景】
国内の再生可能エネルギーは、地域毎の賦存量や自然環境の差が顕著であるために、基本

的には地域内消費が、最も経済性やエネルギー効率に優れる。このため、枯渇性資源に依存
したエネルギーセキュリティから、今今後の再エネ大量導入による地域分散型エネルギーシ
ステムの構築に向けて、地域のエネルギー消費実態と再エネを含むエネルギー供給がマッチ
するシステムへの移行が急務。

【展開】
公的機関、自治体、地域内エネルギー連携について検討中の民間団体等の協力を得て、

 全国の市区町村のエネルギー需給の特性を、地域社会の自然環境や産業構造に基づいて分
析・推計し、地域エネルギー需給データベースを作成。

 隣接地域を含む広域でエネルギー資源の相互補完が可能な地域間連携モデルを検討。
※ 幾つかの特徴ある地域（例：岩手県、宮古市，川崎市など）を対象に事例研究を実施。
 サステイナブル・シティやスマートシティの社会実装に向けて、再エネベースの持続可能
社会の構築に向けた地域エネルギーシステムデザインを構築。
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暖房度日と熱供給システム

  

  

  

  

  

  

  

  

 

Heating Degree Days
[℃・day]

暖房度日 地域熱供給システム実装の市町村
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欧州



日本は、オフィス街の冷暖房設備が主体
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国際比較



需要家：業務部門に95パーセント集中
熱 源：化石燃料に80パーセント依存

4
日本の地域熱供給システムは持続可能とはいえない現状

需要家 熱 源

業務部門



仙台市泉パークタウン

100 m mesh
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地域熱供給システムのデザイン例将来



推計(一部再集計)

按分

世帯数従業者数 自動車保有台数

総合エネルギー統計（現）

都道府県別エネルギー消費統計（現）

市町村別エネルギー総合統計（案）

・経済センサス
ー基礎調査
(経済産業省)

・国勢調査
(総務省)

・住民基本台帳に基
づく人口、人口動
態及び世帯数調査
(総務省)

・国勢調査
(総務省)

・市区町村別自動
車保有車両数統計
(一般社団法人
自動車検査登録
情報協会)

・市町村別自動車保
有台数
(地方運輸局)

・経済センサス
ー基礎調査
(経済産業省)

・国勢調査
(総務省)

(製造業) (非製造業)
産業

・特定業種石油等
動態消費統計
(経済産業省)

・電力調査統計
(資源エネルギー庁)
・ガス事業生産動態
統計調査
(資源エネルギー庁)

・家計調査報告
(総務省)

・電力調査統計
(資源エネルギー庁)
・ガス事業生産
動態統計調査
(資源エネルギー庁)

業務

・家計調査報告
(総務省)

・電力調査統計
(資源エネルギー庁)
・ガス事業生産
動態統計調査
(資源エネルギー庁)

家庭
(旅客) (貨物)

・自動車輸送統計・自動車燃料
消費量調査(国土交通省)

・鉄道輸送調査(国土交通省)
・船舶輸送統計(国土交通省)
・航空輸送統計及び運輸関係
エネルギー要覧(国土交通省)

・特定業種
石油等動
態消費統計
(経済産業省)

(製造業) (非製造業)
産業

・産業連関表
(総務省)

業務

・家計調査報告
(総務省)

家庭
運輸(貨物)運輸(旅客)

・家計調査報告
(総務省)・産業連関表

(総務省)

推計対象外

製造品出荷額 従業者数
・経済センサス

ー活動調査
(経済産業省)

・工業統計調査
(経済産業省)

(製造業) (非製造業)
産業 業務 家庭 運輸(旅客) 運輸(貨物)

×
(市町村)

(都道府県)

運輸

科学的エビデンス
6

地域エネルギー統計の整備

国

都道府県

市区町村



2
地域特性の可視化のイメージ

全国の自治体のエネルギー需給構成を参照して、相互補完的なエネルギー需
給構造を持つ地域を抽出し、エネルギー需給バランスに最適な地域間連携群
を提示する。

産業部門

松山市
(産業：業務・家庭,：運輸)

= (49% : 30% : 21%)

新居浜市
(91% : 5% : 4%)

西条市
(69% : 16% : 15%)

四国中央市
(95% : 2% : 3%)

産業特化型
産業主体型

運輸特化型
運輸主体型
民生主体型

200 PJ
100 PJ
1 PJ 以下

最終エネルギー消費量

 
 
 
 
 
 
 
 

全国市区町村のエネルギー消費構成
（地域再エネ賦存量ー地域内エネルギー消費量）
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再エネ供給余力：

現状分析

余剰

不足
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市町村別のエネルギー消費構成

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

  

 

 
 

 
 

  

 

 
 

 
 

  

 

0th step:
Individual regions

 
 

  

 

 
 

 
 

  

1st step
Neighborhood
coalition

 
 

nth step
Cross-border 
regions

  

 

 
 

 
 

Supplier region Demand region

 

市町村別の再エネ供給余力
（全国1,741自治体）

地域間エネルギー移出入の可能性

広域圏導入による再エネ供給余力の向上効果

“広域圏”の考え方

提案

クラスター分析



デザイン 広域圏エネルギーシステム9
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